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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　冷媒回路内の冷媒を循環させる圧縮機と、
　水回路内の水を循環させる水循環ポンプと、
　前記水回路内を循環する水を前記冷媒回路内を循環する冷媒と熱変換する熱交換器と、
　前記熱交換器に流入する水温を検出する入水温度センサーと、
　前記熱交換器から流出する湯温を検出する出湯温度センサーと、
　前記水回路内を循環する水の流量を検出する流量センサーと、
　前記圧縮機を制御する制御装置とを備え、
　前記制御装置は、前記水温、前記湯温及び流量を基に現在の加熱能力を算出し、目標加
熱能力と前記加熱能力との差の絶対値と第１定数とを比較し、前記絶対値が第１定数より
も大きいときには、前記圧縮機の運転周波数と、前記目標加熱能力と前記加熱能力の比と
に基づいて、前記絶対値が第１定数よりも小さくなる目標運転周波数を算出し、前記圧縮
機の運転周波数が前記目標運転周波数となるように制御することを特徴とするヒートポン
プ式給湯暖房システム。
【請求項２】
　冷媒回路内の冷媒を循環させる圧縮機と、
　水回路内の水を循環させる水循環ポンプと、
　前記水回路内を循環する水を前記冷媒回路内を循環する冷媒と熱変換する熱交換器と、
　前記熱交換器に流入する水温を検出する入水温度センサーと、
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　前記熱交換器から流出する湯温を検出する出湯温度センサーと、
　前記水回路内を循環する水の流量を検出する流量センサーと、
　前記圧縮機を制御する制御装置とを備え、
　前記制御装置は、前記水温、前記湯温及び流量を基に算出した加熱能力と入力電力とを
基にＣＯＰを算出し、目標ＣＯＰと前記ＣＯＰとの差の絶対値と第２定数とを比較し、前
記絶対値が第２定数よりも大きいときには、前記圧縮機の運転周波数と、目標ＣＯＰと前
記ＣＯＰの比とに基づいて、前記絶対値が第２定数よりも小さくなる目標運転周波数を算
出し、前記圧縮機の運転周波数が前記目標運転周波数となるように制御することを特徴と
するヒートポンプ式給湯暖房システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、冷媒回路と水回路とを有するヒートポンプ式給湯暖房システムに関するもの
である。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、ヒートポンプ式給湯暖房システムにおいては、運転中に加熱能力を検出し、
必要な目標加熱能力に近づける技術が存在する。
【０００３】
　この技術を使用した一例として、入水温度を入水サーミスタにて検出し、出湯温度を出
湯サーミスタにて検出して、運転中における加熱能力を検出するヒートポンプ式給湯機が
ある。この検出した加熱能力と各沸き上げモード毎に相違する目標加熱能力とを比較し、
その差に応じて圧縮機の運転周波数を調整し、目標加熱能力に近づけるようにしている（
例えば、特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００４－１１６８９１号公報（［００３６］、［００３９］及び図
１）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　前述した特許文献１に記載の技術は、負荷が既知である給湯システムにおいては、必要
な目標加熱能力を正確に得ることが可能であるが、放熱機器の負荷と使用パターンが未知
である暖房システムには適用が困難である。なぜならば、特許文献１に記載の技術では、
加熱能力の算出に用いる水循環流量を水循環ポンプの出力から算出しており、その計算の
精度は、水回路の圧力損失が未知であり、かつ変動する暖房システムにおいてはあまり高
くない。暖房システムに搭載される放熱機器は、その種類が多岐にわたり、水循環ポンプ
の出力から暖房システムにおける水の流量を正確に把握することは困難である。
【０００６】
　一般的に、ヒートポンプ式給湯暖房システムを外気温度が低い条件で運転させた場合、
室外機の熱交換器が着霜し、加熱能力が低下することがある。着霜により加熱能力が低下
すると、各国の規格に対応した性能試験においては、霜取運転を含む積算された加熱能力
で計算され、ヒートポンプ式給湯暖房システムの性能が見かけ上低く評価されてしまう。
【０００７】
　さらに、ヒートポンプ式給湯暖房システムの使用方法によっては、加熱能力あるいはＣ
ＯＰ（Coefficient Of Performance; 成績係数）が要求される場合があり、現状では測定
機器を別途設置しなければ正確な加熱能力とＣＯＰを制御することができない。
【０００８】
　本発明は、前記のような課題を解決するためになされたもので、第１の目的は、水回路
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の負荷状態が未知であっても、必要な目標加熱能力を正確に得ることができるヒートポン
プ式給湯暖房システムを提供するものである。
　第２の目的は、水回路の負荷状態が未知であっても、必要なＣＯＰを正確に得ることが
できるヒートポンプ式給湯暖房システムを提供するものである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明に係るヒートポンプ式給湯暖房システムは、冷媒回路内の冷媒を循環させる圧縮
機と、水回路内の水を循環させる水循環ポンプと、水回路内を循環する水を冷媒回路内を
循環する冷媒と熱変換する熱交換器と、熱交換器に流入する水温を検出する入水温度セン
サーと、熱交換器から流出する湯温を検出する出湯温度センサーと、水回路内を循環する
水の流量を検出する流量センサーと、圧縮機を制御する制御装置とを備え、制御装置は、
水温、湯温及び流量を基に現在の加熱能力を算出し、目標加熱能力と加熱能力との差の絶
対値と第１定数とを比較し、絶対値が第１定数よりも大きいときには、圧縮機の運転周波
数と、目標加熱能力と加熱能力の比とに基づいて、絶対値が第１定数よりも小さくなる目
標運転周波数を算出し、圧縮機の運転周波数が目標運転周波数となるように制御する。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、水温、湯温及び流量を基に現在の加熱能力を算出し、算出した加熱能
力が目標加熱能力に達するように、圧縮機の現在の運転周波数を制御する。この制御によ
り、水回路の負荷状態が未知でも正確に現在の加熱能力を算出することができる。このた
め、放熱機器の負荷が変動する暖房システムでも、必要な目標加熱能力への制御ができる
。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】実施の形態１に係るヒートポンプ式給湯暖房システムの概略構成を示すブロック
図。
【図２】図１のヒートポンプ式給湯暖房システムにおける圧縮機の制御動作を示すフロー
チャート。
【図３】実施の形態２に係るヒートポンプ式給湯暖房システムにおける圧縮機の制御動作
を示すフローチャート。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
実施の形態１．
　図１は実施の形態１に係るヒートポンプ式給湯暖房システムの概略構成を示すブロック
図である。
　本実施の形態におけるヒートポンプ式給湯暖房システムは、冷媒配管３で接続された室
外機１と室内機２とで構成され、室外機１に設けられた四方弁５によって、冷房運転と暖
房・給湯運転の何れかに切り替えることができる。
【００１３】
　室外機１は、圧縮機４、四方弁５、室外熱交換器６、膨張弁７などを備え、これらの部
品と室内機２に設けられた室内熱交換器８とが冷媒配管３で順次に接続されて冷媒回路が
構成されている。膨張弁７には、例えば電子膨張弁が用いられている。室外熱交換器６に
は、室外熱交換器６に流入する冷媒を室外空気と熱交換させる送風機９が設置されている
。
【００１４】
　室内機２は、室内熱交換器８、ヒーター内蔵容器１２、三方弁１３、貯湯タンク１４、
水循環ポンプ１１などを備え、これら部品が水配管１０で順次に接続されて水回路が構成
されている。この水回路には、放熱機器１５が接続されている。この放熱機器１５は、室
内に設置され、水流入側が水配管１０を介して三方弁１３と接続され、水流出側が水配管
１０を介して水循環ポンプ１１と接続されている。三方弁１３には、例えば電動三方弁が
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使用されている。
【００１５】
　また、水回路には、水流量センサー１６、入水温度センサー１７及び出湯温度センサー
１８が設置されている。水流量センサー１６は、水循環ポンプ１１の水流入側の水配管１
０に設置され、水循環ポンプ１１の運転によって循環する水の流量を検出する。入水温度
センサー１７は、室内熱交換器８の水流入側の水配管１０に設置され、水循環ポンプ１１
の運転によって室内熱交換器８に流入する水の温度を検出する。出湯温度センサー１８は
、ヒーター内蔵容器１２の水流出側の水配管１０に設置され、ヒーター内蔵容器１２から
流出する水の温度を検出する。なお、入水温度センサー１７と出湯温度センサー１８には
、例えばサーミスタが使用されている。
【００１６】
　ここで、冷媒回路の動作について説明する。まず、冷房運転時の冷媒の流れについて説
明する。
　冷房運転時においては、圧縮機４の運転によって吐出された高温高圧のガス冷媒は、四
方弁５を通って室外熱交換器６に流入する。室外熱交換器６に流入した高温高圧のガス冷
媒は、室外熱交換器６で送風機９が送風する室外空気、つまり外気と熱交換され、低温高
圧の過冷却状態の液冷媒となって膨張弁７に流れる。膨張弁７に流れた低温高圧の液冷媒
は、減圧されて低温低圧の気液二相冷媒となり、室外機１から室内機２に流れて室内熱交
換器８に流入する。室内熱交換器８に流入した気液二相冷媒は、水循環ポンプ１１の運転
によって室内熱交換器８に流入する循環水と熱交換され、高温低圧の過熱状態のガス冷媒
となる。そして、過熱状態のガス冷媒は、室内機２から室外機１へ流れ、四方弁５を介し
て圧縮機４に吸入される。
【００１７】
　次に、暖房運転時の冷媒回路の動作について説明する。
　暖房運転時においては、圧縮機４の運転によって吐出された高温高圧のガス冷媒は、四
方弁５を通って室外機１から室内機２に流れ、室内熱交換器８に流入する。室内熱交換器
８に流入した高温高圧のガス冷媒は、水循環ポンプ１１の運転によって室内熱交換器８に
流入する循環水と熱交換されて放熱し、低温高圧の過冷却状態の液冷媒になる。その後、
低温高圧の液冷媒は、室内機２から室外機１へ流れ、膨張弁７によって減圧されて低温低
圧の気液二相冷媒となり、室外熱交換器６に流入する。室外熱交換器６に流入した低温低
圧の冷媒は、送風機９が送風する室外空気と熱交換され、高温低圧の過熱状態のガス冷媒
となる。そして、過熱状態のガス冷媒は、室外熱交換器６から四方弁５を介して圧縮機４
に吸入される。
【００１８】
　次に、室内機２による水回路の動作について説明する。ここでは、暖房・給湯運転時の
水の流れについて説明する。
　水循環ポンプ１１の運転によって吐出された水は、室内熱交換器８に流入し、室外機１
からのを高温高圧のガス冷媒と熱交換されて温水となる。その後、温水は、ヒーター内蔵
容器１２に流れ、必要に応じて再加熱されて三方弁１３に流入し、三方弁１３の切り替え
に基づいて、貯湯タンク１４あるいは放熱機器１５の何れかに流れる。ユーザーのリモコ
ン操作によって給湯が選択されていた場合には、温水は、貯湯タンク１４内に流入して水
と熱交換され、低温水となって水循環ポンプ１１により吸引される。暖められた貯湯タン
ク１４内の温水は、給湯用として使用される。また、ユーザーのリモコン操作によって暖
房が選択されていた場合には、温水は、放熱機器１５内に流入して放熱され、低温水とな
って水循環ポンプ１１により吸引される。放熱機器１５で放熱された熱は、輻射暖房用と
して使用される。
【００１９】
　例えば暖房運転中においては、制御装置１００は、水流量センサー１６により検出され
た水流量Ｑと、出湯温度センサー１８により検出された出湯温度Ｗout と、入水温度セン
サー１７により検出された入水温度Ｗinとを基に、現在運転中の加熱能力（以下、「現在
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能力ＣＡＰ」という）を算出する。この現在能力ＣＡＰは、下記に示す（１）式から求め
られる。
【００２０】
　　ＣＡＰ＝Ｃｐ×Ｑ×（Ｗout－Ｗin ）・・・（１）
　　　ＣＡＰ：現在能力
　　　Ｃｐ　：水の比熱
　　　Ｑ　　：水流量
　　　Ｗout ：出湯温度
　　　Ｗin　：入水温度
【００２１】
　また、制御装置１００は、例えばリモコン操作により設定された目標加熱能力（以下、
「目標能力ＣＡＰｔ」という）と現在能力ＣＡＰの比と、現在の運転周波数ＣＯＭとの２
つの変数を含む関数式Ｆ（ｘ、ｙ）を用いて、圧縮機４の目標運転周波数ＣＯＭｔを算出
する。この目標運転周波数ＣＯＭｔは、下記に示す（２）式から求められる。
　　ＣＯＭｔ＝Ｆ（ＣＯＭ、ＣＡＰｔ／ＣＡＰ）・・・（２）
　　　ＣＯＭｔ　　：目標運転周波数
　　　Ｆ（ｘ、ｙ）：関数式
　　　ＣＯＭ　　　：現在の運転周波数
　　　ＣＡＰｔ　　：目標能力
　　　ＣＡＰ　　　：現在能力
【００２２】
　前述の目標運転周波数ＣＯＭｔの算出は、圧縮機４の制御動作を説明するときに詳述す
るが、目標能力ＣＡＰｔと現在能力ＣＡＰとの差の絶対値が第１定数αよりも大きいとき
に行われる。
　なお、（２）式に示す関数式は、システムの形態によって異なり、理論式や試験結果か
ら決定する。
【００２３】
　次に、圧縮機４の制御について、図２に示すフローチャートに基づいて説明する。
　図２は図１のヒートポンプ式給湯暖房システムにおける圧縮機の制御動作を示すフロー
チャートである。
　制御装置１００は、例えば、リモコン操作によって暖房運転が選択されると、室内熱交
換器８が凝縮器として、室外熱交換器６が蒸発器として作用するように、四方弁５を切り
替える。そして、制御装置１００は、圧縮機４の運転を開始して冷媒回路内の冷媒を循環
させ、水循環ポンプ１１の運転を開始して水回路内の水を循環させる。
【００２４】
　その後、制御装置１００は、リモコン操作によって、加熱の目標能力ＣＡＰｔが設定さ
れると（Ｓ１）、水流量センサー１６により検出された水流量Ｑと、出湯温度センサー１
８により検出された出湯温度Ｗoutと、入水温度センサー１７により検出された入水温度
Ｗinと、水の比熱Ｃｐとから現在能力ＣＡＰを算出する（Ｓ２）。
【００２５】
　そして、制御装置１００は、目標能力ＣＡＰｔと現在能力ＣＡＰとの差の絶対値と第１
定数αとを比較する（Ｓ３）。制御装置１００は、絶対値が第１定数αよりも小さいとき
には、Ｓ４へ移行するが、絶対値が第１定数αよりも大きいときには、現在の運転周波数
ＣＯＭと、目標能力ＣＡＰｔと現在能力ＣＡＰの比とによる２つの変数を含む関数式Ｆ（
ｘ、ｙ）を用いて目標運転周波数ＣＯＭｔを算出する（Ｓ５）。
【００２６】
　制御装置１００は、圧縮機４の現在の運転周波数ＣＯＭが、算出した目標運転周波数Ｃ
ＯＭｔとなるように圧縮機４を制御する。制御装置１００は、この制御により変化する水
流量Ｑ、出湯温度Ｗout及び入水温度Ｗinと、水の比熱Ｃｐとから再び現在能力ＣＡＰを
算出する（Ｓ２）。そして、制御装置１００は、目標能力ＣＡＰｔと現在能力ＣＡＰとの
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差の絶対値と第１定数αとを比較する（Ｓ３）。
【００２７】
　制御装置１００は、絶対値が第１定数αよりも大きいときには、前述した動作を繰り返
し行う（Ｓ３、Ｓ５、Ｓ２）。制御装置１００は、その動作の繰り返しにより、絶対値が
第１定数αよりも小さくなったときには、圧縮機４の運転周波数ＣＯＭが目標運転周波数
ＣＯＭｔに達したと見なして終了する（Ｓ４）。つまり、現在能力ＣＡＰが目標能力ＣＡ
Ｐｔに達したと見なして、この状態が維持されるようにする。
【００２８】
　以上のように実施の形態１においては、水流量Ｑ、出湯温度Ｗout及び入水温度Ｗinを
基に算出した現在能力ＣＡＰが、目標能力ＣＡＰｔに到達するまで圧縮機４の運転周波数
ＣＯＭを変化させ、目標能力ＣＡＰｔと現在能力ＣＡＰとの差の絶対値が第１定数αより
も小さくなったときに、圧縮機４の運転周波数ＣＯＭが目標運転周波数ＣＯＭｔに達した
と見なすようにしている。この制御により、水回路の負荷状態が未知でも正確に現在能力
ＣＡＰを算出することができる。このため、放熱機器１５の負荷が変動する暖房システム
でも、必要な目標能力ＣＡＰｔへの制御ができる。
【００２９】
　また、室外機の熱交換器が着霜した場合においても、正確な現在能力ＣＡＰを算出する
ことができ、このため、目標能力ＣＡＰｔの維持が可能となり、ユーザーからの能力要求
に対応できるようになり、また、規格に対応した試験において有利になる。
【００３０】
　なお、実施の形態１では、圧縮機４の周波数制御に適用したが、送風機９の回転数制御
と膨張弁７の開度制御にも適用が可能である。この場合、送風機９の目標回転数、及び膨
張弁７の目標開度は、制御対象の現在値と、目標能力と現在能力の比とによる２つの変数
を含む関数式を用いて演算する。このように適用範囲を広げることで、より精度良く現在
能力ＣＡＰを目標能力ＣＡＰｔに到達させることができる。また、同じ能力でもよりＣＯ
Ｐ（Coefficient Of Performance; 成績係数）を向上させるような制御も可能となる。
【００３１】
実施の形態２．
　図３は実施の形態２に係るヒートポンプ式給湯暖房システムにおける圧縮機の制御動作
を示すフローチャートである。なお、実施の形態２に係るヒートポンプ式給湯暖房システ
ムは、図１に示す実施の形態１と同様である。
　本実施の形態２は、現在ＣＯＰが目標ＣＯＰｔに到達するまで圧縮機４の運転周波数Ｃ
ＯＭを変化させ、目標ＣＯＰｔと現在ＣＯＰとの差の絶対値が第２定数βよりも小さくな
ったときに、圧縮機４の運転周波数ＣＯＭが目標運転周波数ＣＯＭｔに達したと見なすよ
うにしたものである。
【００３２】
　本実施の形態における制御装置１００は、例えば暖房運転に応じて設定された目標ＣＯ
Ｐ及び現在ＣＯＰの比と現在の運転周波数ＣＯＭとの２つの変数を含む関数式Ｇ（ｘ、ｙ
）を用いて、圧縮機４の目標運転周波数ＣＯＭｔを算出する。この目標運転周波数ＣＯＭ
ｔは、下記に示す（３）式から求められる。
　　ＣＯＭｔ＝Ｇ（ＣＯＭ、ＣＯＰｔ／ＣＯＰ）・・・（３）
　　　ＣＯＭｔ　　：目標運転周波数
　　　Ｇ（ｘ、ｙ）：関数式
　　　ＣＯＭ　　　：現在の運転周波数
　　　ＣＯＰｔ　　：目標ＣＯＰ
　　　ＣＯＰ　　　：現在ＣＯＰ
【００３３】
　前述の目標運転周波数ＣＯＭｔの算出は、圧縮機４の制御動作を説明するときに詳述す
るが、目標ＣＯＰと現在ＣＯＰとの差の絶対値が第２定数βよりも大きいときに行われる
。
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　なお、（３）式に示す関数式は、システムの形態によって異なり、理論式や試験結果か
ら決定する。
【００３４】
　また、制御装置１００は、圧縮機４への入力電力（入力電圧と入力電流とから算出）と
、ヒーター内蔵容器１２のヒーターへの入力電力とを合算して入力電力ＩＮＰを算出する
ことができるので、現在能力ＣＡＰと入力電力ＩＮＰとからＣＯＰ（Coefficient Of Per
formance; 成績係数）を算出する。そのＣＯＰは、次の（４）式から求められる。
　ＣＯＰ＝ＣＡＰ／ＩＮＰ・・・（４）
　　　ＣＯＰ：成績係数
　　　ＣＡＰ：現在能力
　　　ＩＮＰ：入力電力
【００３５】
　本実施の形態においては、制御装置１００は、例えばリモコン操作によって暖房運転が
選択されると、前述したように、室内熱交換器８が凝縮器として、室外熱交換器６が蒸発
器として作用するように、四方弁５を切り替える。そして、制御装置１００は、圧縮機４
の運転を開始して冷媒回路内の冷媒を循環させ、水循環ポンプ１１の運転を開始して水回
路内の水を循環させる。
【００３６】
　その後、制御装置１００は、例えば暖房運転に応じて目標ＣＯＰを設定し（Ｓ１１）、
水流量センサー１６により検出された水流量Ｑと、出湯温度センサー１８により検出され
た出湯温度Ｗout と、入水温度センサー１７により検出された入水温度Ｗinと、水の比熱
Ｃｐとから現在能力ＣＡＰを算出する。そして、制御装置１００は、圧縮機４への入力電
力と、ヒーター内蔵容器１２のヒーターへの入力電力とを合算して入力電力ＩＮＰを算出
し、算出した現在能力ＣＡＰと入力電力ＩＮＰとから現在ＣＯＰを算出する（Ｓ１２）。
【００３７】
　制御装置１００は、目標ＣＯＰｔと現在ＣＯＰとの差の絶対値と第２定数βとを比較す
る（Ｓ１３）。制御装置１００は、絶対値が第２定数βよりも小さいときには、Ｓ１４へ
移行するが、絶対値が第２定数βよりも大きいときには、現在の運転周波数ＣＯＭと、目
標ＣＯＰｔと現在ＣＯＰの比とによる２つの変数を含む関数式Ｇ（ｘ、ｙ）を用いて目標
運転周波数ＣＯＭｔを算出する（Ｓ１５）。
【００３８】
　制御装置１００は、圧縮機４の現在の運転周波数ＣＯＭが、算出した目標運転周波数Ｃ
ＯＭｔとなるように圧縮機４を制御する。制御装置１００は、この制御により変化する水
流量Ｑ、出湯温度Ｗout 及び入水温度Ｗinと、水の比熱Ｃｐとから再び現在能力ＣＡＰを
算出する。また、制御装置１００は、入力電力ＩＮＰを算出し、算出した現在能力ＣＡＰ
と入力電力ＩＮＰとから再び現在ＣＯＰを算出する（Ｓ１２）。そして、制御装置１００
は、目標ＣＯＰｔと現在ＣＯＰとの差の絶対値と第２定数βとを比較する（Ｓ１３）。
【００３９】
　制御装置１００は、絶対値が第２定数βよりも大きいときには、前述した動作を繰り返
し行う（Ｓ１３、Ｓ１５、Ｓ１２）。制御装置１００は、その動作の繰り返しにより、絶
対値が第２定数βよりも小さくなったときには、圧縮機４の運転周波数ＣＯＭが目標運転
周波数ＣＯＭｔに達したと見なして終了する（Ｓ１４）。つまり、現在ＣＯＰが目標ＣＯ
Ｐｔに達したと見なして、この状態が維持されるようにする。
【００４０】
　以上のように実施の形態２においては、現在ＣＯＰが目標ＣＯＰｔに到達するまで圧縮
機４の運転周波数ＣＯＭを変化させ、目標ＣＯＰｔと現在ＣＯＰとの差の絶対値が第２定
数βよりも小さくなったときに、圧縮機４の運転周波数ＣＯＭが目標運転周波数ＣＯＭｔ
に達したと見なすようにしている。この制御により、水回路の負荷状態が未知でも正確に
現在ＣＯＰを算出することができる。このため、放熱機器１５の負荷が変動する暖房シス
テムでも、必要な目標ＣＯＰｔへの制御ができる。
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【００４１】
　また、必要な目標ＣＯＰに応じた制御が可能となるので、省エネルギー効果の高いヒー
トポンプ式給湯暖房システムを提供できる。
【００４２】
　なお、実施の形態２では、圧縮機４の周波数制御に適用したが、送風機９の回転数制御
と膨張弁７の開度制御にも適用が可能である。この場合、送風機９の目標回転数、及び膨
張弁７の目標開度は、制御対象の現在値と、目標能力と現在能力の比とによる２つの変数
を含む関数式を用いて演算する。このように適用範囲を広げることで、より精度良く現在
ＣＯＰを目標ＣＯＰに到達させることができる。また、同じＣＯＰでもより能力を向上さ
せるような制御も可能となる。
【００４３】
　さらに、上記の手法を応用すれば、目標ＣＯＰに近づけるだけではなく、ＣＯＰが最大
となる点を探索するように圧縮機４の運転周波数、送風機９の回転数、膨張弁７の開度を
最適化することも可能となる。
【００４４】
　なお、実施の形態１、２では、ヒートポンプ式給湯暖房システムを例にとって説明した
が、これに限定されるものではなく、他の任意の設備機器にも利用可能である。例えば、
給湯機、冷水機等の設備機器にも適用が可能である。
【符号の説明】
【００４５】
　１　室外機、２　室内機、３　冷媒配管、４　圧縮機、５　四方弁、６　室外熱交換器
、７　膨張弁、８　室内熱交換器、９　送風機、１０　水配管、１１　水循環ポンプ、１
２　ヒーター内蔵容器、１３　三方弁、１４　貯湯タンク、１５　放熱機器、１６　水流
量センサー、１７　入水温度センサー、１８　出湯温度センサー、１００　制御装置。

【図１】

【図２】

【図３】
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